
県立病院における診療情報の開示に関する指針 

 

 

（指針の目的） 

第１条 この指針は、鳥取県立中央病院及び鳥取県立厚生病院（以下「県立病院」

 という。）が、患者からの求めに応じ、当該患者に係る診療情報を閲覧に供し、

 又は写しを交付（以下、閲覧又は写しの交付を「開示」という。）する際の手続

 を定めることを目的とする。 

  なお、県立病院は適切な医療提供及び県立病院に対する信頼確保のため、日常

 の診療活動において、的確かつ適正に診療情報を患者に伝えるよう努めるものと

 し、また、患者から診療情報の開示を求められたときは、特段の事情がある場合

 を除き、その求めに応じるものとする。 

 

（開示する診療情報の対象） 

第２条 開示する診療情報の対象は、診療録（カルテ）、エックス線写真、看護記

 録、検査記録、処方せんその他診療のために県立病院の職員が職務上作成し、ま

 たは取得した公文書に記載されたものであって、当該県立病院が組織的に用いる

 ものとして、保有しているものとする。 

 

（診療情報の開示を申し出ることができる者） 

第３条 診療情報の開示を申し出ることができる者は、患者本人とする。ただし、

 次に掲げる者は患者本人に代わり申し出ることができるものとする。 

 (1) 患者本人が未成年者又は成年被後見人である場合は、法定代理人（ただし、

  患者本人が満15歳以上の未成年者の場合は、当該患者本人の同意がある場合に

  限る。） 

 (2) 患者本人の診療情報の開示を申し出ることにつき、当該患者本人の同意を得

  た親族（配偶者又は２親等までの血族をいう。以下同じ。） 

 (3) 患者本人が死亡している場合はその親族 

 (4) 診療情報の開示の申出について患者本人が意思表示ができないと認められる

  場合はその親族 

(5) 患者本人の診療情報の開示を申し出ることにつき、当該患者本人の同意を得

た弁護士又は司法書士（司法書士法（昭和25年法律第197号）第３条第２項に

定める簡裁訴訟代理等関係業務を行うことのできる司法書士をいう。以下同

じ。）（ただし、弁護士にあっては、特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝

固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に関

する特別措置法（平成20年法律第２号）及び特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付

金等の支給に関する特別措置法（平成23年法律第126号。以下「Ｂ型肝炎特措

法」という。）に基づく国家賠償請求訴訟に係る開示に限り、司法書士にあっ

ては、Ｂ型肝炎特措法に基づく国家賠償請求訴訟に係る開示に限る。） 

 



（診療情報の開示の請求方法） 

第４条 診療情報の開示を申し出ようとする者は、別紙様式１「診療情報開示申出

 書」（以下「申出書」という。）に所要の事項を記入し、申出者本人であること

 を証する書類を提示し、又は添付して、県立病院の病院長に提出するものとする。 

２ 前項の規定による申出は、県立病院に持参して行うものとする。ただし、やむ

 を得ない理由があると認められる場合は、鳥取県個人情報保護事務取扱要綱（平

 成11年９月29日付県民第2299号鳥取県総務部長通知）の第２章第４の２（３）エ

 の例により、送付により申出書を提出することができるものとする。 

 

（診療情報の開示の決定） 

第５条 県立病院の病院長は、申出書を受理したときは、次の事項を審査の上、申

 し出のあった診療情報の全部又は一部の開示の可否を決定し、申出者に対して別

 紙様式２「診療情報開示（一部開示・非開示）決定通知書」により通知するもの

 とする。 

 (1) 申出者が本指針に定める正当な申出者であることの当否 

 (2) 診療情報を開示することにより、患者本人に心理的影響を与えるなど、治療

  効果等への悪影響が懸念される情報の有無 

  (3) 診療情報の中に含まれる申出者及び県立病院の職員以外の者（以下「第三 

  者」という。）に係る情報又は第三者から取得した情報の有無。また当該情報

  が含まれている場合、当該情報を申出者に提供することについて当該第三者の

  承認の有無 

 (4) 診療情報を開示することにより、患者本人又は第三者の正当な利益が害され

  ると認められる情報の有無 

２ 県立病院の病院長は、前項の決定に当たり、必要に応じて、県立病院に設置す

 る「診療情報提供委員会」の意見を聞くものとする。 

３ 第１項の決定の通知は、申出書を受理した日から起算して、原則として15日以

 内に行うものとする。ただし、申出のあった診療情報の中に、第三者に係る情報

 又は第三者から得た情報が含まれている等の場合は、この日数に当該第三者の承

 認等に要する日数を加えた日数以内に行うものとする。 

 

（診療情報の開示） 

第６条 県立病院の病院長は、診療情報の全部又は一部の開示を決定したときは、

 申出者と協議の上、開示の日時を指定するものとする。 

２ 開示に当たっては、開示を受けようとする者が持参した診療情報開示（一部開

 示）決定通知書及びその他の書類により、県立病院の病院長が指名した職員に開

 示決定を受けた本人であることを確認させ、その上で開示決定を受けた本人に対

 して開示するものとする。 

３ 前項の開示に当たっては、県立病院の病院長が指名した職員を２名以上出席さ

 せるものとする。 

４ 第４条第２項ただし書の規定により送付により申出書を提出して申出を行った



者に対しては、前３項の規定にかかわらず、診療情報の写しを書留郵便により当

該申出を行った者に送付することにより開示するものとする。 

５ 前項の開示に当たっては、診療情報開示決定通知書及び当該診療情報の写しの

送付にあわせて、開示に伴う費用負担額（写しの作成に要する費用及び写しの送

付に要する費用）及び納入方法（納入通知書による納入又は開示申出者が県外在

住で指定金融機関での支払が困難な場合は、複写費用及び送付費用相当額の郵便

為替又は郵便小為替の送付）を当該申出を行った者に通知するものとする。 

 

（診療情報提供委員会） 

第７条 県立病院に診療情報提供委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、県立病院の副院長、事務部長及び病院長が必要に応じ指名した者を

 もって構成する。 

３ 委員会は、次の事項を所掌する。 

 (1) 本指針の運営に当たり生じた問題に対する適切な対応方策のとりまとめ 

  (2) 第５条第２項に定める意見の具申 

 

（費用の徴収） 

第８条 診療情報の写しの交付に要する複写費用等の実費は、開示決定を受けた本

 人の負担とし、開示の当日に徴収する。 

２ 前項の実費の額は県立病院の病院長が別に定める。 

 

（実績の報告等） 

第９条 県立病院の病院長は、毎年４月末日までに別紙様式３「診療情報の開示実

 績報告書」を作成し、鳥取県病院局長に報告するものとする。 

２ 鳥取県病院局長は、前項の報告を受け、本指針の改正、又は本指針の運用の改

 善が必要と認めた場合は、速やかに県立病院の病院長と協議の上、改正又は改善

 を行うものとする。 

 

（その他） 

第10条 本指針の運用に当たっては、鳥取県個人情報保護条例（平成11年鳥取県条

 例第３号）の趣旨を尊重し、個人情報の適正な取扱いの確保及び個人の権利利益

 の保護を図ることに十分留意するものとする。 

 

 附 則 

  この指針は、平成１４年３月１日から適用する。 

  一部改正 平成２２年１０月２０日適用（別紙様式１の改正） 

  一部改正 平成２３年８月１０日適用（別紙様式１の改正外） 

  一部改正 令和２年１月２１日適用（第３条の改正） 



別紙様式１ 

 

年 月 日 

診療情報開示申出書 

 

 鳥取県立  病院長 様  

                                             住 所 

                                     申出者  氏 名 

                                             連絡先(  )-( )-(   ) 

 

 以下の診療情報を開示してください。 

 

 

１．だれの診療情報が必要ですか 

 

 

 

住所： 

氏名： 

（生年月日：     年  月  日） 

申出者との関係： 

 

２．必要とする診療情報の内容 

 

 右欄の該当するものに○印をし、い 

 つのものが必要か[ ]内に記入して 

 ください。 

 

 

診 療 録[  年 月 日～  年 月 日] 

看護記録[  年 月 日～  年 月 日] 

検査記録(画像診断記録を含む) 

    [  年 月 日～  年 月 日] 

そ の 他(内容：                        

 ) 
       [  年 月 日～  年 月 日] 

 

３．希望する開示の方法 

 右欄の該当するものに○印をしてく 

 ださい。 

 

 

 

  閲覧 ・ 写しの交付 

 

 

 

※あなた(申出者)が患者御本人でない場合は、原則として御本人の同意が必要とな

 りますので、裏面の同意書を患者御本人により作成してもらってください。（患

 者御本人が亡くなっている場合等は作成は不要となりますが、詳しくは県立病院

 事務局にお尋ねください。） 

※この手続は「県立病院における診療情報の開示に関する指針」に基づいて行われ

 るものであり、鳥取県個人情報保護条例(平成11年鳥取県条例第３号)に基づくも

 のではないことを御了解の上、お申し出ください。



 

 

 

同  意  書 

 

 

 

 

 

 私は、         が私に代わり、診療情報の開示を申し出ることに同意 

 

します。 

 

 

   年  月  日 

 

                                          住 所 

                                   

                                  同意者  氏 名                        印 

 

連絡先(  )－( )－(    ) 



別紙様式２ 

番 号  

年月日  

 

 

 ○ ○  様 

 

 

                              鳥取県立○○病院長 

 

 

診療情報開示（一部開示・非開示）決定通知書 

 

 あなたから 年 月 日付けで申し出のあった診療情報の開示については、下記

のとおり決定しましたので、御承知ください。 

（なお、この決定は「県立病院における診療情報の開示に関する指針」に基づいて

行うものであり、法令に基づく決定ではないため、行政不服審査法に基づく不服申

立をすることはできません。ただし、鳥取県個人情報保護条例（平成11年鳥取県条

例第３号）に基づいて開示請求する権利はありますので、併せて御承知くださ

い。） 

 

記 

 

 

決 定 の 内 容 

 

 

 

開示する情報 

の内容 

 

 

 

 

備    考 

 

 

 

 

（開示の日時は、あなたと相談の上、別途お伝えします。） 

 

 

 

 



別紙様式３ 

番 号  

年月日  

 

 病 院 局 長   様 

 

                                      ○ ○  病 院 長 

 

診療情報の開示実績報告書 

 

  ○○年度の診療情報開示の実績等は下記のとおりです。 

 

記 

 

１ 開示等の件数 

 
申出の件数 

 

決定済みの件数  
未決定件数 

 
開 示 決 定 の 件 数 一部開示決定の件数 非 開 示 決 定 の 件 数 計 

      

 

２ 申出受理から決定までの期間 

14日以内 １月未満 ２月未満 ２月以上 

    

     １月以上期間を要したものがある場合、その理由 

 

３ 申出者の内訳 

本 人 

 

配 偶 者  親 その他  
その他  内遺族  内遺族 の親族 内遺族 

        

 

４ 指針運用上の課題及び対応策 

（１）運用上の課題 

 

（２）課題への対応策 

 


